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４
年
度
の
歳
出

　

歳
出
は
３
年
度
か
ら
18
億
円
増
加
。

主
な
理
由
は
、物
価
高
騰
の
影
響
や
中

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
建
設
と
運
用
開

始
な
ど
。
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付

金
な
ど
の
終
了
や
、新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク

チ
ン
接
種
関
連
経
費
の
縮
小
な
ど
が
あ

り
ま
し
た
が
、
全
体
と
し
て
は
増
加
し

ま
し
た
。

物
価
高
騰
な
ど
で

厳
し
い
財
政
状
況

　
歳
入
と
歳
出
の
差
し
引
き
か
ら
翌
年

度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い

た
額
で
あ
る
「
実
質
収
支
」
は
、
令

和
３
年
度
か
ら
８・
３
億
円
減
少
し
、

５・
３
億
円
に
。
単
年
度
で
の
収
支
は

赤
字
と
な
る
厳
し
い
状
況
で
し
た
。

　

家
計
に
例
え
る
と
、
貯
金
を
示
す

「
基
金
残
高
」
は
、
３
年
度
か
ら
の
繰

り
越
し
分
を
積
み
立
て
た
た
め
、
３

年
度
よ
り
増
加
。
あ
る
程
度
安
定
し

た
財
政
運
営
が
維
持
で
き
て
は
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
人
件
費
や
福
祉
に
関
わ

る
経
費
で
あ
る
扶
助
費
、
公
債
費
な

ど
の
経
常
的
な
経
費
は
増
加
。
こ
れ

ら
の
経
費
は
今
後
も
増
え
る
見
込
み

で
す
。
さ
ら
に
、
物
価
高
騰
な
ど
の

影
響
が
続
く
厳
し
い
状
況
で
す
が
、

引
き
続
き
財
政
健
全
化
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

令
和
４
年
度
決
算

４
年
度
の
決
算
状
況

決
算
規
模
が
増
加

　

福
祉
や
教
育
、消
防
な
ど
、市
が
日

常
的
な
サ
ー
ビ
ス
や
生
活
基
盤
の
整

備
を
行
う
た
め
の
一
般
会
計
。

　

４
年
度
の
歳
入
は
６
４
５
億
円
、歳

出
は
６
３
８
億
円
で
し
た
。決
算
規
模

は
３
年
度
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。

４
年
度
の
歳
入

　

歳
入
は
３
年
度
か
ら
10
億
円
増

加
。

　

主
な
理
由
は
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
、減
少
し
た

所
得
が
一
部
持
ち
直
し
た
こ
と
や
、

固
定
資
産
税
の
特
例
措
置
が
終
了

し
た
こ
と
な
ど
で
市
税
が
増
加
し

た
こ
と
、国
全
体
の
税
収
増
加
に
よ

っ
て
普
通
交
付
税
が
増
加
し
た
こ

と
で
、全
体
と
し
て
は
増
加
し
ま
し

た
。 市

の
財
政
状
況

財
政
課　

０
７
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７
４
０
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０

問
い
合
わ
せ

住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
の
市
の
財
政

令
和
４
年
度
の
決
算
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

※
金
額
は
全
て
端
数
を
省
略
し
、
概
数
で
表
記

決算状況の
詳細はこちら

　市税収入とは、個人・法人市
民税や固定資産税のこと。
　令和３年度から２億円増加し
196 億円です。法人市民税は３
年度に一時的に発生した一部企
業の収益増の反動で、４年度は0.4
億円減少。市税収入の半分を占め
る個人市民税は新型コロナウイ
ルス感染症の影響による所得減
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市税収入の状況
　

平
成
30
年
の
市
長
就
任
以
降
、

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
政
健

全
化
に
向
け
た
行
財
政
改
革
を
行

い
な
が
ら
も
、
中
学
校
給
食
の
開

始
、
こ
ど
も
医
療
費
助
成
の
拡

充
、
保
育
施
設
や
留
守
家
庭
児
童

育
成
ク
ラ
ブ
の
整
備
な
ど
を
行
い

ま
し
た
。
一
方
、
平
成
29
年
度
末

に
35
億
円
だ
っ
た
基
金
も
令
和
４

年
度
末
に
は
79
億
円
ま
で
回
復
し

て
い
ま
す
。

　
余
裕
の
あ
る
財
政
状
況
と
は
い

え
ま
せ
ん
が
、
市
民
の
皆
さ
ん
に

協
力
い
た
だ
き
、
こ
の
数
年
間
で

財
政
状
況
も
改
善
の
兆
し
が
見
え

て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
今
後
も

物
価
高
騰
の
影
響
な
ど
先
行
き
は

不
透
明
で
あ
り
、
財
源
不
足
も
予

歳
出

歳
入

少から一部持ち直して 0.9 億円増
加。固定資産税は同感染症の特例
措置の終了で 1.0 億円増加し、全
体としては市税収入が増加しまし
た。
　市民一人当たりに換算すると
12.7 万円で、阪神 7市（川西・西宮
・尼崎・伊丹・宝塚・芦屋・三田）の
平均 17.6 万円を下回っています。

83億2,223万円
公債費

その他

市税

諸収入

地方消費税
交付金

県支出金

地方交付税市債 国庫支出金

52

196

10

32

40

10375 132

億
8,263万円 

億
7,024万円 

億
5,131万円

億
3,928万円 

億
4,502万円

億
8,827万円 

億
5,482万円

施設の利用料金や保育所の
保育料など

市民が納める市民税や
固定資産税など

延滞金や貸付金の返還金など

消費税の一部が交付されるもの

県が使い道を限定して
交付するもの

国が自治体の財源不足を
補てんするもの

国や金融機関から
借り入れるもの

国が使い道を限定して
交付するもの

国や金融機関から
借りた市債の返済

68億2,308万円
衛生費 保健・医療や環境対

策、ごみ処理など

638億
500万円

644億
7,244万円

想
さ
れ
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
、

財
政
健
全
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
少
子
高
齢
化
が
さ
ら
に
進
む
本

市
で
は
、
課
題
に
向
き
合
う
た
め

の
新
た
な
政
策
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
新
た
な
政
策
に
取
り
組
む
た
め

に
は
、
事
業
の
効
率
化
は
も
ち
ろ

ん
、
既
存
事
業
の
見
直
し
で
財
源

を
確
保
す
る
「
ス
ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ

ル
ド
」
が
必
要
で
す
。
今
回
策
定

し
た
「
川
西
市
新
時
代
創
造
プ
ラ

ン
」
で
は
、
新
し
い
政
策
の
実
現

と
と
も
に
、
必
要
な
財
源
を
生
み

出
す
た
め
の
計
画
を
同
時
に
示
し

ま
し
た
。

　
個
別
の
事
業
の
見
直
し
や
新
た

な
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
は
、
賛

否
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
市
民
の

ニ
ー
ズ
は
多
様
で
あ
り
、
人
に
よ

っ
て
必
要
だ
と
思
う
行
政
サ
ー
ビ

ス
は
異
な
る
か
ら
で
す
。

　
し
か
し
、
私
は
財
政
健
全
化
と

い
う
目
標
に
は
多
く
の
市
民
の
皆

さ
ん
か
ら
賛
同
を
得
ら
れ
る
と
信

じ
て
い
ま
す
。皆
さ
ん
と
対
話
し
、

決
定
し
た
内
容
に
つ
い
て
は
説
明

責
任
を
果
た
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

　
財
政
健
全
化
の
目
標
は
収
支
均

衡
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
今
の
市
民

と
未
来
の
市
民
の
幸
せ
を
実
現
す

る
た
め
、
持
続
可
能
な
行
財
政
体

質
の
構
築
を
め
ざ
し
ま
す
。

市
長　

越
田
謙
治
郎

市
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

今
と
未
来
の

市
民
の
た
め
に

基金残高
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　家計で例えると貯金
のこと。
　市民一人当たりに換
算すると 5.1 万円で、
阪神７市の平均 10.5 万
円を下回っています。

　家計で例えると毎月の
収入に占める生活費やロ
ーン返済額などの割合の
こと。
　阪神 7市の平均 95.4%
を上回っています。

経常収支比率

16 億
2,851万円

消防費 消防や救急、
防災対策など

84 億
7,953万円

教育費学校教育や生涯学習、
文化財保護など

億
4,087万円 

51 億
6,153万円

土木費 交通安全対策や道路、
公園の整備など

62 億2,435万円
総務費 財産管理や選挙費用、

市税賦課徴収など 

【主な事業】
中学校給食センターの
建設工事の実施

その他

262 億
8,827万円

民生費
高齢者・障がい者福
祉や子育て支援、生
活保護など

【主な事業】
電気・ガス・食料品
など価格高騰緊急
支援の実施

８億
7,750万円
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公営企業会計決算

市立総合医療センターの開院から１年が経過
消費税および地方消費税の還付で資金不足は解消

損益計算書     （４年４月１日～５年３月31日）
支　　　　出 収　　　　入

減価償却費

指定管理料

経費

支払利息

その他の支出

当年度純利益

3,303万円
固定資産除却費 110万円

8,465万円

２億5,076万円

5,200万円

３億1,067万円
他会計負担金
及び交付金

その他の収入

当年度純損失

６億8,010万円

 1,291万円

小計 15億3,005万円 小計 15億3,691万円

合計 15億3,691万円 合計 15億3,691万円
686万円

特別損失 ７億9,784万円 ５億2,561万円

2,888万円

特別利益

長期前受金戻入

貸借対照表
借　　　　方 貸　　　　方

土地、建物、器械備品、
投資など固定資産

企業債、他会計借入
金など固定負債

現金預金、未収金など
流動資産

合計

222億836万円

210億3,035万円

17億9,802万円

228億2,837万円

一時借入金、企業債、
未払金など流動負債

資本金

欠損金
合計

10億7,745万円

 １億1,018万円

228億2,837万円

20億7,250万円

46億1,637万円

19億7,625万円

受贈財産評価額、国庫
補助金など資本剰余金

繰延収益

  （５年３月31日現在)  

指定管理者負担金 ２億8,941万円

病院 問い合わせ　
保健・医療政策課　 072（740）1136

　市立総合医療センターが開院し１年が経過。新型コロナウ
イルス感染症に対応するため、発熱外来の開設や専用病床の
確保、他病院では受け入れ困難な小児や妊婦の受け入れなど、
公立病院として医療の提供に努めました。今後も安全・安心
で、良質な医療を提供していきます。

損益計算書 　（４年４月１日～５年３月31日）
支　　　　出 収　　　　入

受水費
水道料金

減価償却費

修繕費(※)
委託料

人件費

支払利息

小計
当年度純利益
合計

27億7,134万円11億1,069万円

３億4,888万円
２億3,716万円

3,094万円

29億8,440万円

31億7,821万円

５億3,712万円
４億725万円

小計
当年度純損失
合計

31億7,821万円

31億7,821万円
１億9,381万円

その他の支出 その他の収入

１億2,499万円分担金

貸借対照表 （５年３月31日現在）
借　　　　方 貸　　　　方

土地、建物、構築物、
ダム使用権、投資な
ど固定資産

合計

193億4,454万円

現金預金、未収金
など流動資産

56億4,953万円

249億9,407万円

受贈財産評価額、国庫
補助金など資本剰余金

当年度未処分利益剰余金
合計

90億6,436万円

利益積立金 ３億4,900万円

249億9,407万円
13億4,076万円

20億5,371万円固定負債
６億4,444万円未払金など流動負債

34億7,417万円繰延収益

57億4,463万円資本金

※修繕費には材料費・路面復旧費を含みます。

２億5,096万円

１億5,421万円長期前受金戻入

99万円特別利益
１億2,668万円

建設改良積立金 23億2,300万円

動力費 4,869万円
薬品費 1,271万円

水道
１億9,381 万円の黒字
配水池等耐震化工事などに４億 3,929 万円

問い合わせ　
上下水道局経営企画課　 072（740）1260

　改良・５期拡張工事に取り組み、安定給水の確保に努めました。改
良工事では、送配水管改良工事や給水管敷設替工事、継続事業とし
てけやき坂配水池の耐震化工事などを実施。５期拡張工事では、配
水管布設工事を行いました。経営の健全化や基盤強化に努め、施設
の更新を着実に進めながら、安全な水道水を安定して送り続けます。

損益計算書 　（４年４月１日～５年３月31日）
支　　　　出 収　　　　入

減価償却費
下水道使用料負担金

支払利息
人件費

修繕費(※)

委託料

小計
当年度純利益
合計

17億1,097万円
17億4,153万円

１億4,696万円
8,351万円

１億4,589万円

30億7,814万円

35億8,586万円

６億7,368万円
２億3,335万円

他会計負担金
及び補助金

小計
当年度純損失
合計

 ９億   957万円

35億8,586万円

35億8,586万円
５億   772万円

その他の支出 5,322万円 5,989万円その他の収入

９億   543万円長期前受金戻入

貸借対照表 （５年３月31日現在）
借　　　　方 貸　　　　方

土地、建物、構築物、
機械及び装置、
施設利用権など固定
資産

合計

360億1,128万円

現金預金、未収金
など流動資産

27億4,278万円

387億5,406万円

受贈財産評価額、国庫
補助金など資本剰余金

当年度未処分利益剰余金

合計

９億9,086万円

減債積立金 16億3,700万円

387億5,406万円

17億1,368万円

92億3,451万円固定負債
14億9,334万円未払金など流動負債

157億7,114万円繰延収益
79億1,353万円資本金

※修繕費には材料費を含みます。

下水道
５億772万円の黒字
管
かんきょ
渠の整備などに５億 3,129 万円

問い合わせ　
上下水道局経営企画課　 072（740）1260

　建設改良事業に取り組み、公共用水域の水質保全に努めま
した。同事業では、管渠（家庭などから出たトイレや生活雑
排水など汚水・雨水を流す下水道管）の整備などを実施。維
持管理や浸水・地震などの課題に対応し、運営基盤の強化を
図りながら事業を展開していきます。

各事業の令和４年度決算報告
令
和
4
年
度
決
算
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歳出が歳入を上回る見込み
　今後8年間の市の財政状況を見てみると、
物価高騰の長期化や、人件費の増額などで、
歳出が歳入を上回る状況が見込まれます。
令和６～13年度の収支不足額（歳出が歳入
を上回る額）の合計は新規事業を行わなく
ても約7億円になる見込みです。

子どもの未来のために
さまざまな施策を行います

　厳しい財政状況ではありますが、小・
中学校の体育館の空調整備など子ども・
教育施策を中心とした、総合計画を推進
するための事業を実施します。
　しかし、これらの新規事業を実施する
ためには、1年間で約２億円の財源が必
要です。

未
来
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
な
げ
ま
す

財
政
課　

０
７
２（
７
４
０
）１
１
３
０

問
い
合
わ
せ

※
金
額
は
全
て
端
数
を
省
略
し
、
概
数
で
表
記

　
市
で
は
、第
６
次
総
合
計
画
を
推

進
す
る
た
め
に
、限
ら
れ
た
資
源
を

有
効
に
活
用
し
、質
の
高
い
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
提
供
を
め
ざ
し
ま
す
。

　
そ
こ
で
、令
和
６
〜
13
年
度
の
８
年

間
を
計
画
期
間
と
し
て
、川
西
市
新
時

代
創
造
プ
ラ
ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

総
合
計
画
実
施
の
指
針

「
川
西
市
新
時
代
創
造
プ
ラ
ン
」

　
今
後
の
財
政
状
況
を
見
通
し
、新

た
な
施
策
を
実
行
す
る
た
め
の
財

源
を
確
保
す
る
こ
と
で
、さ
ま
ざ

ま
な
新
し
い
施
策
を
行
う
た
め
の

同
プ
ラ
ン
。
令
和
５
年
11
月
に
策

定
し
た
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
施
策

な
ど
を
示
す「
総
合
計
画
」の
推
進

を
助
け
ま
す
。

ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の

市
の
取
り
組
み

　

こ
の
ペ
ー
ジ
で
は
、同
プ
ラ
ン

の
概
要
を
紹
介
。今
後
の
財
政
状

況
や
、ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
市

が
取
り
組
む
こ
と
を
伝
え
ま
す
。

持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
推
進

今後に向けて
　これから先、時代の変化で生じる新たな課題を解決するための事業を行うには、新た
な財源を確保することが必要で、市として何ができるか考えなければなりません。
　限られた資源を有効活用するために公共施設を集約するなど、行政サービスのさらな
る見直しなどが必要です。皆さんにも理解いただき、一緒に進めていきたいと考えてい
ます。

　現在の財政状況のまま、新規事業を実施
すると、収支不足額は令和 13年度末で、
約 23億円にまで拡大。新規事業の実施が
難しい状況です（表１参照）。

計画期間全体で
収支均衡をめざす
　新規事業を行いながら、収支不足額約
23 億円を確保するため、業務効率化や公
共施設使用料の見直しなどを行います。
　しかし、令和６～９年度の４年間は収
支不足になると予想されるため、基金（貯
蓄）を取り崩して対応します。
　10 年度以降、市北部の開発による税収
増などで、財政状況は持ち直す見込みで
す。必要な基金残高を確保しながら、計
画期間全体での収支均衡をめざします（表
２参照）。

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13（年度）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13（年度）

( 百万円）

( 百万円）表 2  財源確保後の収支見込み額

令和６～ 13 年度全体で
収支均衡をめざす

表１  総合計画推進のための新規事業を実施したときの収支見込み額

△594△565 △633 △302 △81 △220 △65

181

財源確保が必要

△368△434 △384 △39

535

業務効率化
などで

約22
億円を

確保

8 年間の
収支

不足は
約 23

億円まで
拡大！

247 108 274



４年度採用・退職の状況

一般行政職

採用 退職

医療職
福祉職
消防職
企業職
技能労務職
教育職
合　計

25
0
3
5
5
5
3
46

50
2
4
7
5
11
10
89

職種
区分

（単位：人）

41.0歳30万8,380円
（＋3,442円） （△0.4歳）

※「平均給与月額」は、給料月額と職員手当（期末・勤勉・退職手当を除く）の合計額。

■職員の平均給料・給与月額

一般行政職 40万7,998円
（△4,935円）

48.8歳32万9,588円
（＋3,323円） （＋0.8歳）技能労務職 40万4,619円

（△4,474円）

平均年齢
（前年度増減）

平均給与月額
（前年度増減）

平均給料月額
（前年度増減）

■職員の初任給と経験年数別平均給料月額

※技能労務職の初任給は卒業後、直ちに採用される場合。

一　般
行政職

技　能
労務職

高校卒
大学卒

初任給

高校卒

19万3,500円
16万3,000円

15万5,600円

26万5,252円
22万8,600円

20万7,400円

経験年数10年
35万3,080円

26万9,700円

経験年数20年

29万9,933円
41万2,675円
39万2,000円

34万2,357円

経験年数30年

88万3,800円 1,594万3,751円
1,364万1,847円75万6,200円

70万1,000円
62万9,000円

57万円

1,175万5,770円
1,054万8,330円
955万8,900円

※上記に加え、教育長などの給与を２％と期末手当の一部、部長・副部長・課長の管
理職手当を10％削減しています。

■特別職の報酬と給与削減

市　長

議　長

議　員
副議長

副市長
給料の10％と期末手当の一部
給料の５％と期末手当の一部
期末手当の一部
期末手当の一部
期末手当の一部

給料（報酬）月額 削減内容年　収

■職員数の状況

再任用短時間勤務職員

職員数（前年増減）
５年度 ４年度

合　　計

そ の 他
下 水 道
水 道

消 防
教 育

衛 生
民 生
土 木
商 工
農林水産
労 働
税 務
総 務
議 会

14（△  3）
1,105（△ 5）

51（ 02）
33（＋03）
34（△02）

161（＋02）
132（ 11）

139（ 02）
249（＋  7）
120（＋00）

7（ 01）
6（＋00）
3（＋01）

42（＋01）
158（    10）

8（＋00）

公営企業など

特別行政

一般行政

部　　門

（各年４月１日現在）（単位：人）

1,143（　 38）
17（△12）

1,105（△ 5）

49（△01）
30（＋01）
36（△02）

159（＋03）
121（△11）

137（△06）
242（＋12）
120（＋00）

6（△02）
6（＋00）
2（＋00）

41（＋00）
148（　   1）

8（＋00）

合　計

職
員
の
給
与
と
手
当

　
市
職
員
の
給
与
は
、
毎
月
支
給

さ
れ
る
給
料
と
扶
養
・
地
域
・
住

居
手
当
な
ど
で
構
成
さ
れ
ま
す
。

仕
事
内
容
や
国
家
公
務
員
・
近
隣

他
都
市
の
職
員
・
民
間
企
業
従
事

者
の
給
与
と
の
バ
ラ
ン
ス
な
ど
を

考
慮
し
、
市
議
会
で
議
決
さ
れ
、

条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
４
年
度
に
は
、
人
事
院
の
給
与
改

定
勧
告
や
国
の
措
置
な
ど
を
踏
ま

え
、給
料
な
ど
を
改
正
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
市
長
や
議
長
、
議
員
な

ど
の
特
別
職
の
給
料
や
報
酬
は
、

学
識
経
験
者
や
市
内
の
公
共
的
団

体
の
代
表
な
ど
で
構
成
す
る
「
特

別
職
報
酬
等
審
議
会
」
で
審
議
さ

れ
て
お
り
、
そ
の
答
申
に
基
づ
い

て
市
議
会
で
議
決
さ
れ
、
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

■各種手当と平均支給額

■期末・勤勉手当

時間外勤務手当

※役職上の段階、職務の級などで加算。
課長補佐相当職以上の勤勉手当は0.05月分の
支給を凍結した1.95月分。

４年度
平均支給年額

配偶者に6,500円▷子１人につき１万円▷扶養親族
１人につき6,500円▷満16歳の４月１日から満22歳
の３月31日までの子は１人につき5,000円を加算

内容（記載金額は月額）

扶養手当 22万9,121円

２億4,707万618円

４年度
支給総額

32万1,707円

借家居住者に家賃額に応じて100円～２万8,000円住居手当 27万2,753円

交通機関利用者に運賃など相当額を支給(上限は５
万5,000円)▷交通用具利用者（通勤距離が片道２㌔
以上）に 3,500円～ 3万2,800円

通勤手当

2.4月分 2.0月分 2.4月分 2.0月分
期末 勤勉 期末

川西市 国

勤勉

11万9,754円

給料と扶養・管理職手当合計額の10％地域手当 37万3,484円

業務手当や年末年始特別勤務手当、出動手当など
８種

特殊勤務
手当 ７万9,818円

■退職手当

2,283万1,000円210万5,000円

自己都合 勧奨・定年

４年度
平均支給年額

　４年度
平均支給額

その他の
加算措置

定年前早期退職特例措置
（２～30％加算）

最高限度額 47.709月分 47.709月分

39.7575月分 47.709月分

28.395月分 33.27075月分

19.6695月分 24.586875月分

勤続35年

勤続25年

勤続20年
区分

市
職
員
の
給
与
な
ど
を
公
表

職員などの給与

職員数

職員の手当

市
政
を
運
営
す
る
市
職
員
の
給
与
や
採
用
・
退
職
の
状
況
な
ど
人
事
行
政
の
運
営
状
況
を
公
表
し
ま
す

※
記
載
の
な
い
限
り
、
数
値
は
令
和
５
年
４
月
１
日
現
在

職
員
数
に
つ
い
て　
　
財
政
課　

０
７
２（
７
４
０
）１
１
３
０

人
事
行
政
に
つ
い
て　
職
員
課　

０
７
２（
７
４
０
）１
１
４
２

問
い
合
わ
せ

職員の約 60％が行政職給料表で
給料月額が決まっています

普通会計…水道事業などの公営事業会計以外のすべ
ての会計
人件費…職員の給与や退職手当、年金、健康保険な
どの使用者負担分、特別職の給料・報酬など
給与…給料や職員手当、期末・勤勉手当など
給料…勤労に対して支払われる基本給

扶養・住居・通勤手当や時間外勤務手当の他
ボーナスに当たる期末・勤勉手当などがあります

休
暇
の
取
得
状
況

　
休
暇
の
種
類
な
ど
は
、
規
則
で

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
民
間
企
業

の
有
給
休
暇
に
当
た
る
、
年
次
休

暇
の
令
和
４
年
度
平
均
年
間
取
得

日
数
は
13
日
で
す
。

　
ま
た
、
４
年
度
新
た
に
育
児
休

業
を
取
得
し
た
の
は
34
人
（
男
性

10
人
、
女
性
24
人
）
で
す
。

研
修
の
受
講
状
況

　

多
様
化
・
高
度
化
す
る
市
民

ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
で
き
る
職

員
を
育
成
す
る
た
め
に
、
職
員
研

修
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
は
、
市
独
自
研
修

（
６
６
６
人
受
講
）、
派
遣
研
修

（
１
５
３
人
受
講
）
を
実
施
し
ま

し
た
。

　職員の勤務条件や採用試験の状況
など、人事行政全般は、
市ホームページと市役所
２階の市政情報コーナー
で閲覧できます。

市ホームページなどでも
12 月上旬に公開します

※総額は職員数1,033人で算出（平均給与費は620万円）。
※職員手当は退職手当を除く。
※再任用短時間勤務職員を除いた職員数は1,016人。

35億7,950万円
12億5,086万円
15億8,001万円

■４年度普通会計の職員給与費の状況

職員手当
期末・勤勉手当

給　料
総額給与費

64億1,037万円合　計

その他

人件費

人件費 18.2％
111億7,327万円

歳出額
（普通会計決算）

614億2,598万円

■人件費の割合

令
和
4
年
度
決
算

決算から見る人件費と給与費　※金額は全て端数を省略し、概数で表記。

6

■４年度採用・退職の状況

一般行政職

採用採用 退職退職

医療職
福祉職
消防職
企業職
技能労務職
教育職
合　計合　計

50
2
4
7
5
11
10
8989

職種職種
区分区分

（単位：人）

■時間外勤務手当

２億4,707万618円

４年度４年度
支給総額支給総額

32万

借家居住者に家賃額に応じて100円～２万8,000円住居手当 27万

交通機関利用者に運賃など相当額を支給(上限は５
万5,000円)▷交通用具利用者（通勤距離が片道２㌔
以上）に 3,500円～ 3万2,800円

通勤手当 11万

給料と扶養・管理職手当合計額の10％地域手当 37万

業務手当や年末年始特別勤務手当、出動手当など
８種

特殊勤務
手当 ７万9,818円

平均支給年額平均支給年額

職員数
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